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国立大学法人会計の特徴

国立大学法人会計に特有な会計処理

企業会計原則等

●決算報告書

営利

認識基準

●事業報告書

組織の営利性

利害関係者

発生基準

会計目的

　固定資産を取得した際には，減価償却費という費用勘定に対応させるために資産見返負債という負債勘定にいったん計上し，そ
の後の会計期間における費用化額と同額を収益として計上します。こうした会計処理によって，費用と収益の対応関係を会計計算
上維持しようとしています。

　教育研究機関である国立大学法人の特性に配慮し，企業会計に一定の修正を加えた会計になっており，計画通りの業務運営を
実施することで損益が均衡する仕組みが採用されております。

　文部科学省から交付される運営費交付金や学生・保護者の方からいただく授業料等については，国立大学法人がその本来業務
を遂行するための財源として負託されたものであるために，その受入時点では，いったん負債に計上し，期間進行基準（期間の進
行等の基準にもとづいて収益計上する会計基準）及び業務達成基準（当該業務等の達成度に応じて，財源として予定されていた債
務の収益計上する会計基準）等によって収益計上（収益化）します。

準拠すべき会計基準 国立大学法人会計基準等

　国立大学法人は企業会計に準拠した会計基準（国立大学法人会計基準）により財務諸表を作成しております。ただし，税金を主
財源として運営しており，情報開示充実の観点から企業会計にはない書類（上記国立大学法人等業務実施コスト計算書）や，国の
会計に準拠した書類（決算報告書）も作成しております。

　固定資産を取得した際には，それに要した財源によって異なる会計処理が必要です。これは財源提供者の意図を重視するための
会計処理で，その一部を次に示しております。

施設費：国から拠出された使途特定財源で，対象となる資産購入時に資本剰余金等に振り替える。
寄附金：寄附者が事前にその使途を特定したり，国立大学法人がその使途を明示したときには，受領時に負債計上し，該当資産
　　　　　 購入時に資産見返寄附金に振り替える。

発生基準

●国立大学法人等業務実施コスト計算書

区　　　分

①株主や債権者の意思決定 への貢献

企業会計

①国立大学法人による業務の遂行についての的
確な理解への貢献

国立大学法人会計

決算書類
　　その他関係書類

②取引先や利害関係者の意思決定への貢献

国民その他の利害関係者

非営利

株主，投資家，債権者，その他の利害関係者

　　（有価証券報告書　　他）

②国立大学法人の業務の適正な評価への貢献

●財務諸表●財務諸表
●利益の処分等に関する書類

１．国立大学法人会計の特徴

国立大学法人会計，企業会計の比較

企業会計の準拠

損益均衡の会計処理

運営費交付金と授業料等の会計処理（負債計上と収益化）

取得財源別の会計処理

減価償却費と収益の対応関係
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運 営 財 源

国民の皆様より

学生・保護者の皆様より

企業・個人の皆様より

国の会計に

　準じた書類

当期総利益

費用

当期未処分利益
 利益処分
 ・目的積立金， 積立金

利益処分に関する書類

業務実施コスト計算書

引当外退職給付
増加見積額

収益

引当外賞与
増加見積額

損益外
減価償却相当額

機会費用

　　業務実施コスト

積立金

当期未処分利益

　国立大学法人は，独立行政法人通則法，国立大学法人法等により，毎事業年度，財務諸表等を作成し，文部科学大臣に提出し，その
承認を受けることになっております。 この財務諸表等は以下の書類のことであります。
　なお，本学の令和元事業年度財務諸表につきましては，令和2年8月31日付けで文部科学大臣の承認を得ました。

損益計算書

資本剰余金

現金・預金
目的積立金

貸借対照表

固定資産

固定負債

資本金

流動負債

キャッシュ・フロー計算書

業務活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

収益

目的積立金等取崩額

費用

財務諸表等

運営費交付金
補助金

　　　　入学金
　　　　授業料
　　　　検定料　　　他

寄附金
受託研究費

※業務運営・業務遂行
（教育・研究）

・予算の編成・執行

期首資金残高

利益剰余金

流動資産

資金の増加額

期末資金残高

財務活動による
キャッシュ・フロー

国立大学法人独自の書類●

貸借対照表

財務諸表について

財務諸表の相関関係

大学運営・経営

２．国立大学法人会計の仕組み・財務諸表について

国立大学法人の会計の仕組み

損益計算書

利益処分
に関する書類

ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ
計算書

附属明細書

事業報告書

決算報告書

国立大学法人等
業務実施コスト

財務諸表について

財務諸表の相関関係
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資産の部 H30 R1 増　減 負債の部 H30 R1 増　減

Ⅰ.固定資産 20,371 20,674 303 Ⅰ.固定負債 3,800 3,532 △268

　１．有形固定資産 20,164 20,472 308 　　資産見返負債 2,822 2,560 △261

　　土地 9,639 9,639 - 　　長期借入金 45 34 △11

　　建物 7,687 8,039 351 　　長期未払金・PFI債務 933 938 5

　　構築物 569 539 △30 Ⅱ.流動負債 2,122 2,985 863

　　機械装置 0 0 △0 　　運営費交付金債務 106 - △106

　　工具器具備品 1,002 1,124 122 　　寄附金債務　 823 834 12

　　図書 1,145 1,129 △16 　　前受受託研究費 10 10 1

　　美術品・収蔵品 0 0 - 　　前受共同研究費 173 194 21

　　車両運搬具 3 2 △1 　　前受受託事業費等 2 2 △0

　　建設仮勘定 119 - △119 　　前受金 16 34 18

　２．無形固定資産 206 201 △5 　　預り金 223 186 △36

　　特許権 72 72 0 　　一年内返済予定長期借入金 11 11 -

　　ソフトウェア 83 91 9 　　未払金等 759 1,713 954

　　電話加入権 1 1 - 負債合計 5,922 6,516 595

　　特許権仮勘定 51 37 △14 純資産の部 H30 R1 増　減

  ３．投資その他の資産 1 1 - Ⅰ.資本金 18,444 18,444 -

　　長期性預金 - - -  　  政府出資金 18,444 18,444 -

　　その他 1 1 - Ⅱ.資本剰余金 △2,178 △1,612 566

 　  資本剰余金 5,900 6,925 1,026

Ⅱ.流動資産 2,467 3,040 574  　  損益外減価償却累計額（-） △8,078 △8,538 △460

　　現金及び預金 2,354 2,908 555 Ⅲ.利益剰余金 651 366 △285

    未収学生納付金収入 31 27 △4 　 　前中期目標期間繰越積立金 160 160 -

　　未収入金 78 98 19      教育研究環境整備積立金 277 174 △103

    たな卸資産 0 0 △0  　　当期未処分利益 214 32 △182

    未収収益 - - - 　　　（うち当期総利益） 214 32 △182

　　その他流動資産 3 7 4 純資産合計 16,916 17,198 281

資産合計 22,838 23,714 876 負債・純資産合計 22,838 23,714 876

※百万円未満を四捨五入しているため，合計額が一致しない場合があります。

【主な増減理由】

　

　
　純資産全体としては前年度と比べ，281百万円増加しています。

　純資産は国から承継した資産から負債を除いた額からなる「資本金（政府出資
金）」，業務に関連し発生する「利益剰余金」，資本金及び利益剰余金以外の純資産
である 「資本剰余金」で構成されています。

（主な増減要因）
    ・資本剰余金の増加。
    ･施設費等による資産償却時に見合いで計上される損益外減価償却累計額の減
少。

　資産全体としては前年度と比べ876百万円増加しています。

　資産の約87％は土地，建物等の固定資産で構成されています。

　（主な増減要因）
    ・改修工事竣工等に伴う建物の増加。
    ・資産等に振り替えられた建設仮勘定の減少。
 

　貸借対照表は，国立大学法人等の財政状態を明らかにするため，貸借対照表日（国立大学法人の場合は毎年３月３１日）におけるすべての
資産，負債及び純資産を記載したものです。

(単位：百万円)

貸借対照表［概要］

　負債全体としては前年度と比べ595百万円増加していますが，内訳を見ると固定負
債は268百万円減少，流動負債は863百万円増加しています。

　運営費交付金，寄附金，受託研究等は受領時に一旦流動負債として整理されるた
め毎年増減します。

（主な増減要因）
　　・未払金の昨年同時期比較の増加。
　　・運営費等により購入した資産の償却時に減額される資産見返負債の減少。

40%

34%

5%

5%

2%
1% 0%

13%

資産の内訳

土地

建物

工具器具備品

図書

その他の有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

流動資産

資産合計
令和元年度
23,714百万

39%

15%0%
13%

3%

26%

4%

負債の内訳

資産見返負債

その他の固定負債

運営費交付金債務

寄附金債務

前受受託研究・事業費等

未払金・未払費用・未払消費税

その他の流動負債

負債合計
令和元年度
6,516百万円

負債の部

資産の部

純資産の部

１．貸借対照表の概要について
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H30 R1
経常費用 7,172 7,576
 　業務費 6,873 7,248
  　 教育経費 980 898
  　 研究経費 1,034 1,189
  　 教育研究支援経費 271 322
 　　受託研究費 519 506
 　　共同研究費 367 562
 　　受託事業費 49 65
 　　人件費 3,654 3,707
　 一般管理費 288 312
   財務費用 11 16
   雑損 - -
経常収益 7,340 7,570
 　運営費交付金収益 3,606 3,759
 　学生納付金収益 1,312 1,296
 　受託研究収益 525 518
 　共同研究収益 373 562
 　受託事業等収益 50 67
　 寄附金収益 177 146
　 補助金等収益 375 357
   施設費収益 38 182
　 資産見返負債戻入 570 399
　 財務収益 - 0
 　雑益 313 285
経常利益 168 △6

臨時損失 24 48
 　固定資産除去損 24 5
 　過年度人件費 - 43
臨時利益 24 5
　 資産見返負債戻入 24 5
臨時損益 0 △43
当期純利益 168 △49
目的積立金取崩額 45 80
当期総利益 214 32

※百万円未満を四捨五入しているため，合計額が一致しない場合があります。

【主な増減理由】

△31
△18

△174

24
△19

△19

35

　前年度と比べ，約230百万円増加しています。

（主な増加要因）
　・共同研究関係費用の増加に伴う共同研究収益の増加。

（主な減少要因）
　・償却完了資産の増加に伴う資産見返負債戻入の減少。

△217

43

　前年度と比べ，約404百万円増加しています。

（主な増加要因）
　・施設整備費補助金事業による修繕及び国立大学改革強化推
進補助金（国立大学経営改革推進事業）による研究経費の増
加。
  ・共同研究費の受入増に伴う共同研究関係費用の増加。

（主な減少要因）
　・償却完了資産の増加に伴う教育経費の減少。

△182

195
16

5

△19

0

17

△171
144

189

230

△7

△28

△43

　損益計算書は，国立大学法人等の運営状況を明らかにするため，一会計期間（４月１日～３月３１日）に属する国立大
学法人等のすべての費用とこれに対応するすべての収益とを記載して当期純利益等を記載するものです。

損益計算書［概要］

53

△82
155

(単位：百万円)

増　減

375

△16

51

404

24

△13

-

152

12%

16%

4%
7%

7%1%

49%

4%

経常費用の内訳 教育経費

研究経費

教育研究支援経費

受託研究費

共同研究費

受託事業費

人件費

一般管理費・財務費用

経常費用合計
令和元年度
7,576百万円

50%

17%

7%

7%
1%2%

5%
5% 6%

経常収益の内訳 運営費交付金収益

学生納付金収益

受託研究収益

共同研究収益

受託事業等収益

寄附金収益

補助金等収益

資産見返負債戻入

その他

経常収益合計

令和元年度
7,570百万円

２．損益計算書の概要について

経常費用

経常収益

民間企業における損益計算書は「経営成績」を表しますが，国立
大学法人は独立採算を前提としないため，どのような費用・収益が
生じ，損益にどう影響したかといった「運営状況」を表します。
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区　　分 H30 R1

　 Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー 450 584

　　　　原材料，商品又はサービスの購入による支出 △2,040 △2,303

　　　　人件費支出 △3,868 △3,831

　　　　その他の業務支出 △326 △280

　　　　運営費交付金収入 3,658 3,706

　　　　授業料収入 895 885

　　　　入学金収入 214 223

　　　　検定料収入 41 42

　　　　受託研究収入 512 530

　　　　共同研究収入 394 551

　　　　受託事業等収入 58 67

　　　　補助金等収入 383 453

　　　　補助金等の精算による返還金の支出 △1 -

　　　　寄附金収入 200 206

　　　　その他収入 330 335

　 Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー △612 80

　　　　定期預金等からの払戻による収入 20 -

　　　　有形固定資産の取得による支出 △1,053 △758

　　　　無形固定資産の取得による支出 △24 △18

　　　　施設費による収入　 599 924

　　　　施設費の精算による返還金の支出 -154         △68

　　　　利息及び配当金の受取額 0 -

　 Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー △48 △109

　　　　長期借入金の返済による支出 △11 △11

　　　　リース債務の返済による支出　 △18 △68

　　　　PFI債務の返済による支出　 △10 △16

　　　　利息の支払額 △9 △14

　 Ⅳ　資金に係る換算差額 - -

　 Ⅴ　資金増加額 △210 555

　 Ⅵ　資金期首残高 2,564 2,354

　 Ⅶ　資金期末残高 2,354 2,908

※百万円未満を四捨五入しているため，合計額が一致しない場合があります。

765

△20

△5

294

6

87

157

△6

6

-

325

  　キャッシュ・フロー計算書とは，国立大学法人における資金の調達や運用状況を明らかにするため，一会
計期間（４月１日～３月３１日）の資金の流れを「業務活動」・「投資活動」・「財務活動」の３つに区分して表示し
たものです。

増　減

キャッシュ・フロー計算書［概要］

4

1

△0

9

△11

△262

(単位：百万円)

18

9

134

70

1

37

47

48

　借入･返済による収入・支出など，資金の調達及び返済による資金の流れを表示しています。

-

△61

692

　国立大学法人における，教育・研究等の通常の業務の実施にかかる支出額とそれらに伴う収入等の資金の流れを表示
しています。

　固定資産の取得，資金運用等の将来に向けた運営基盤の確立のために行われる，資金の状態を表示しています(投資
活動にかかる資金の流れを表示しています)。

△50

△210

555

３．キャッシュ・フロー計算書の概要について

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

- 5 -



Ⅰ当期未処分利益 31,865,526

　　  当期総利益 31,865,526

Ⅱ利益処分額

      教育研究環境整備積立金 31,865,526

利益の処分に関する書類

（単位：円）

国立大学法人法第３５条において準用する独立行政法
人通則法第４４条第３項により文部科学大臣の承認を
受けようとする額

当
期
総
利
益

経営努力認定
(文部科学大臣)

利益の処分等に関
する書類(案）

当
期
未
処
分
利
益 積 立 金 目的積立金以外の当期未処分利益につい

ては，積立金として整理されます。

承認申請額は，現金の裏付けがあり事業の
用に供することが可能な額

目的積立金

目的積立金
経営努力認定後，中期計画において定め
た使途に従い使用できます。

４．利益の処分に関する書類の概要について

教育研究活動を主たる業務とする国立大学法人は，利益の獲得を目的とはしておらず，運営費交付
金等を受けて業務を実施する法人であるため，損益均衡の原理が会計制度の基本となっています。

しかし，効率的な業務運営による経費の節減，自己収入の増加など経営努力を行った場合には利益
が生じます。この利益は，国の承認を受ければ翌年度以降の目的積立金として使用できる制度になっ
ています。

利益処分等の流れ

国立大学法人特有の会計処理等に

よって生じる形式的な利益であり，現金

の裏付けのない使用不可能な部分
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H30 R1 増　減

　 Ⅰ　業務費用 4,389 4,692 303

　　　(1)損益計算書上の費用 7,196 7,624 428

　　　　　　　業務費 6,873 7,248 375

　　　　　　　一般管理費　 288 312 24

　　　　　　　財務費用　 11 16 5

　　　　　　　臨時損失 24 48 24

　　　(2)　(控除)自己収入等 △2,807 △2,932 △125

　 Ⅱ　損益外減価償却等相当額(※１） 499 530 31

　 Ⅲ　損益外除売却差額相当額 23 0 △23

　 Ⅳ　引当外賞与増加見積額 2 7 5

　 Ⅴ　引当外退職給付増加見積額(※２) △4 △54 △51

　 Ⅵ　機会費用（※３） 4 5 1

　　　　国または地方公共団体の財産の無償又は減額
　　　　された使用料による賃借取引の機会費用

4 4 -

　　　　政府出資の機会費用 - 1 1

　 Ⅶ　(控除)国庫納付額 - - -

　 Ⅷ　国立大学法人等業務実施コスト 4,913 5,180 267

※百万円未満を四捨五入しているため，合計額が一致しない場合があります。

　 国立大学法人等業務実施コスト計算書は，納税者である国民の国立大学法人等の業務に対する評価
及び判断に資するため，一会計期間（４月１日～３月３１日）に属する国立大学法人等の業務運営に関
し，国立大学法人等業務実施コストに係る情報を一元的に集約して表示するものです。

　国から出資された資産等に係る減価償却であり，これについては国立大学法人のコスト（費用）とは認識せず，
損益計算書上の費用に計上しない特有の会計処理が採用されています。
　このため，この減価償却費用を国立大学法人のコストとして認識し，表示することとされています。

　国立大学法人の常勤教職員の退職手当は，その都度国から財源が措置されるため，退職給付引当金の計上
は不要とされています。 しかし，退職手当の増加分のコストは，最終的には，国民の負担となる費用であることか
ら，その見積額を算入しています。

　国立大学法人等は，国または地方公共団体から財産を無償又は通常より安価な額で使用したり，政府出資を
受けることがありますが，これらによって発生するコストは損益計算書上に反映されていません。
　国民にとっては得られるはずの利益(賃料等)を失っていると考えられるため，これを機会費用として算入してい
ます。

(単位：百万円)

業務実施コスト計算書［概要］

５．国立大学法人等業務実施コスト計算書の概要について

（※１）損益外減価償却等相当額

（※２）引当外退職給付増加見積額

（※３）機会費用

業務実施コスト計算書は業務運営に当たっての国民負担額を示します。
『Ⅰ』 授業料等は自己収入であり、国民負担とならないため，損益計算書上の費用から控除します。
『Ⅱ～Ⅴ』 国立大学法人特有の処理であり，損益計算書に含まれないが国民の負担となるコストを計
上します。
『Ⅵ』 国からの出資財産等を利用する際に優遇されたコストを計上します。
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(単位：百万円)

予　　算 決　　算
差　　額

（決算-予算）
備　　考

運営費交付金 3,690 3,812 122
前年度退職手当の執行残，授業料免除事業の
追加配分，年俸制導入促進費の追加配分による
増

  うち補正予算による追加 -             1             1

施設整備費補助金 999 897 △102 計画変更による減

補助金等収入 275 451 176 補助金の獲得努力による増

大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 27 27 -              

自己収入 1,464 1,437 △27

 　 授業料，入学料及び検定料収入 1,156 1,150 △6 学生在籍者数の減等

 　 財産処分収入 -             -             -              

　  雑収入 308 287 △21 企業説明会の中止等による減等

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 1,048 1,583 535
共同研究，受託研究，寄附金の獲得努力による
増

長期借入金収入 -             -             -              

承継剰余金 -             -             -              

目的積立金取崩 124          317          193 執行計画の見直しによる増

計 7,627 8,524 897

業務費 5,267 5,496 229

　  教育研究経費 5,267 5,496 229 執行計画の見直しによる減

施設整備費 1,026 924 △102 計画変更による減

補助金等 275 451 176 補助金の獲得努力による増

産学連携等研究経費及び寄附金事業費 1,048 1,342 294
共同研究，受託研究，寄附金の獲得努力による
増

長期借入金償還金 11 11 0

大学改革支援・学位授与機構施設費納付金 -             -             -

計 7,627 8,224 597

収入－支出 0 300 300

※百万円未満を四捨五入しているため，合計額が一致しない場合があります。

支出

収入

　決算報告書は，国立大学法人等の運営状況に対する見込みである年度計画における予算と対比して表すことにより，国
立大学法人等の運営状況を報告しようとするものです。
  国における会計認識基準に準じ，現金主義を基礎としつつ出納整理期の考え方を踏まえ，一部発生主義を取り入れて作
成されております。

令和元年度　決算報告書

区　　　分

６．決算報告書の概要について

- 8 -



１ 教育に関する財務状況

【業務費全体に対する教育経費の比率】 （教育経費）

H30年度　　（千円） 979,921
R1年度  　　（千円） 897,731
増 減　 　　 （千円） △82,190

436
（計算式）教育経費÷学生実員(2,058名)

（授業料・入学料の免除額）

H30年度　　（千円） 169,000

R1年度  　　（千円） 167,651

増 減　　　　（千円） △1,349

（計算式）学生納付金収益÷経常収益×100

（単位:千円）

学生納付金 （単位:円） 経常収益　　　

区分 検定料 入学料 授業料 学生納付金収益

 学部（１年次） 17,000 282,000 535,800 （内訳）

 学部（３年次）編入 30,000 282,000 535,800 授業料収益

 大学院研究科 30,000 282,000 535,800 入学金収益

検定料収益

２　研究に関する財務状況

（研究経費）

H30年度　　（千円） 1,033,589
R1年度  　　（千円） 1,188,907
増 減　　　　（千円） 155,318

（単位：千円） H30年度 R1年度
研究経費 1,033,589 1,188,907
教員の実員 204名 199名
教員当たり研究経費 5,067 5,974
（計算式）教員当たり研究経費＝研究経費÷教員実員

17.1%

　国立大学法人等の業務として行われる研究に要する経費を対象として計上されます。
　令和元年度の研究経費は対前年度比で増加しており、業務費対研究経費比率は全国平均を
大きく上回っています（本学16.4%，全国平均7.9%）。

　研究経費を，教員の実員で除することで，教員当たりの研究経費を計
算してみると，研究経費が増加していること等から，一人当たりの研究経
費は，対前年度比で増加しており，5百万円以上と高い水準を維持してい
ます。

　国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要する経費を対象として計上され
ています。
　平成30年度の教育経費は対前年度比で減少しておりますが，業務費対教育経費比率は全国
平均を大きく上回っています（本学14.3%，全国平均5.6%）。

7,570,275

1,295,866

1,028,500

225,121

42,245

学生一人当たりの教育経費　　(千円)

  経済的に困窮している学生のみならず，成績が優秀な学生に対しても，勉学意欲の向上や優
秀な人材の輩出などの効果を期待し，積極的に授業料・入学料の免除を行っています。
　優れた外国人留学生支援のためのツイニングプログラム，学業優秀・深い教養・国際性を備え
る次世代を先導する人材を養成するための優秀学生支援制度等様々な免除を行い，積極的な
学生支援を行うよう努めています。

（学生納付金収益の経常収益に占める割合）
　学生・保護者等の皆様から納入していただく入学料，授業料，検定料により事業を行わせてい
ただいた結果生じた学生納付金収益は，経常収益全体の17.1％と，大きな割合を占めていま
す。

学生納付金
割　　　合

７．教育・研究等の財務状況について

教育経費について

研究経費について

教員当たり研究経費

＜留意事項＞
研究経費は，

・研究活動に要する人件費を加味していない数値です。
・減価償却費等を含んでいます。

授業料・入学料の免除

学生納付金

＜留意事項＞
教育経費は，

・教育活動に要する人件費，教育研究支援経費を加味していない数値です。
・減価償却費を含んでいます。
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３ 外部資金に関する財務状況

（単位：千円） H30年度 R1年度
受託研究収益 524,956 517,549

共同研究収益 373,495 562,120

受託事業等収益 50,417 66,965

寄附金収益 177,448 146,303

経常収益 7,340,306 7,570,275

外部資金比率 15.3% 17.1%

（科学研究費補助金の受入実績）

H30年度 R1年度
受入金額　　　（千円） 460,581 423,862

受入件数 206件 204件

（計算式）外部資金比率＝(受託研究収益＋共同研究収益＋受託事業等収益
　　　　　　　　　　　　　　　　　＋寄附金収益)÷経常収益

　研究者個人に交付される「科学研究費補助金」，「厚生労働科学研究
費補助金」等の直接経費は，預り金として処理され，損益計算書上の費
用，収益には含まれません。
　科学研究費補助金の受入額は前年度を下回っておりますが，全国的
に見て高い水準を示しており（教員一人あたりの配分総額ランキング19
位），研究活動を行うための重要な役割を担っております。

　外部資金には，企業や地域の皆様のご厚意による寄附金，企業や自治体等と協力して研究や事業を行う受託研究・事業等の様々な形態があ
ります。

　近年減少傾向でしたが，平成28年度から引き続き外部資金獲得に努
めていることにより，外部資金比率が昨年度比較増となっております。
　また，受託・共同研究や受託事業，寄附金のみで算出する外部資金比
率は，全国平均を上回っており（本学17.1%，全国平均11.0%），国からの
競争的資金に相当する補助金についても，様々な事業で採択されており
ます。

　今後も研究推進アドミニストレーションセンター（RAC）等における様々
な施策を通じて，教育・研究活動の充実・発展のために，積極的な外部
資金の獲得に努めてまいります。

外部資金の内容

外部資金に関する財務指標

科学研究費補助金等について
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財務指標 本学の状況

H27 H28 H29 H30 R1
外部資金(千円) 855,421 940,741 1,057,439 1,126,317 1,292,938
本学 10.9% 11.9% 14.2% 15.3% 17.1%
Bｸﾞﾙｰﾌﾟ平均 11.5% 12.4% 15.7% 17.2% 17.8%
全国平均 7% 7.5% 11% 11% 11%

H27 H28 H29 H30 R1
研究経費(千円) 1,231,464 1,145,672 1,073,441 1,033,589 1,188,907
本学 16.9% 15.4% 15.6% 15.0% 16.4%
Bｸﾞﾙｰﾌﾟ平均 12.9% 12.0% 12.8% 12.3% 11.6%
全国平均 7.7% 7.0% 8.3% 8.2% 7.9%

H27 H28 H29 H30 R1
教育経費(千円) 1,166,934 1,129,563 1,097,663 979,921 897,731
本学 16.1% 15.2% 15.9% 14.3% 12.4%
Bｸﾞﾙｰﾌﾟ平均 14.2% 13.4% 12.1% 11.6% 11.7%
全国平均 10.2% 9.6% 5.7% 5.6% 5.5%

指標の説明 指  標

外部資金比率

 【損益計算書】

　外部資金（受託研究，共
同研究）が年々増加してお
り，令和元年度は過去５事
業年度中最も高い数値を
示している。

受託研究収益+共同研
究収益＋受託事業等収
益＋寄附金収益

×100

経常収益

業務費

業務費対研究経費

 【損益計算書】

　施設整備費補助金等に
よる修繕や，改修工事に
伴う機器等の移設作業委
託などにより，令和元年度
は前年度に比べ大きく増
加した。

研究経費
×100

業務費

業務費対教育経費

 【損益計算書】

　償却完了資産の増加な
どにより近年減少してい
る。

教育経費
×100

発 展 性

活 動 性

H27 H28 H29 H30 R1

外部資金(千円) 855,421 940,741 1,057,439 1,126,317 1,292,938

本学 10.9% 11.9% 14.2% 15.3% 17.1%

Bｸﾞﾙｰﾌﾟ平均 11.5% 12.4% 15.7% 17.2% 17.8%

全国平均 7% 7.5% 11% 11% 11%

0%

3%

6%

9%

12%

15%

18%

21%

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

外部資金比率

H27 H28 H29 H30 R1

研究経費(千円) 1,231,464 1,145,672 1,073,441 1,033,589 1,188,907

本学 16.9% 15.4% 15.6% 15.0% 16.4%

Bｸﾞﾙｰﾌﾟ平均 12.9% 12.0% 12.8% 12.3% 11.6%

全国平均 7.7% 7.0% 8.3% 8.2% 7.9%

0.0%
2.0%
4.0%
6.0%
8.0%
10.0%
12.0%
14.0%
16.0%
18.0%

900,000

1,200,000

1,500,000

業務費対研究経費

経常収益に対する外部

資金の占める割合を示す

指標であり，この数値が

高いほど外部資金の受

入が拡大していることと

なります。

研究経費が業務費に占

める割合を示す指標。

教育経費が業務費に占

める割合を示す指標。

※【Bグループ平均＝１３大学】

医科系学部を有さず，学生収容定員に占める理工系学生数が文化系学生数の概ね２倍を上回る国立大学法人
室蘭工業大学，帯広畜産大学，北見工業大学，東京農工大学，東京工業大学，東京海洋大学，電気通信大学，長岡技術科学大学，名古屋工業大学，
豊橋技術科学大学，京都工芸繊維大学，九州工業大学，鹿屋体育大学

※財務指標における各比率は，文部科学省の報道発表での端数処理に合わせ，小数点第２位を四捨五入し，同第１位までを表示しています。

※【全国平均＝８６大学】 全国立大学法人

千円

発 展 性

活 動 性

過去５事業年度における財務指標推移

H27 H28 H29 H30 R1

教育経費(千円) 1,166,934 1,129,563 1,097,663 979,921 897,731

本学 16.1% 15.2% 15.9% 14.3% 12.4%

Bｸﾞﾙｰﾌﾟ平均 14.2% 13.4% 12.1% 11.6% 11.7%

全国平均 10.2% 9.6% 5.7% 5.6% 5.5%

0.0%

4.0%

8.0%

12.0%

16.0%

20.0%

0

300,000

600,000

900,000

1,200,000

1,500,000

業務費対教育経費

経常収益に対する外部

資金の占める割合を示す

指標。この数値が高いほ

ど外部資金の受入が拡

大していることとなる。

研究経費が業務費に占

める割合を示す指標。

教育経費が業務費に占

める割合を示す指標。

※【Bグループ平均＝１３大学】

医科系学部を有さず，学生収容定員に占める理工系学生数が文化系学生数の概ね２倍を上回る国立大学法人
室蘭工業大学，帯広畜産大学，北見工業大学，東京農工大学，東京工業大学，東京海洋大学，電気通信大学，長岡技術科学大学，名古屋工業大学，
豊橋技術科学大学，京都工芸繊維大学，九州工業大学，鹿屋体育大学

※財務指標における各比率は，文部科学省の報道発表での端数処理に合わせ，小数点第２位を四捨五入し，同第１位までを表示しています。

※【全国平均＝８６大学】 全国立大学法人

千円

千円

千円
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H27 H28 H29 H30 R1
流動資産(千円) 1,940,291 2,233,116 2,683,660 2,466,724 3,040,418
本学 104.8% 104.5% 115.1% 116.2% 101.9%
Bｸﾞﾙｰﾌﾟ平均 86.5% 85.0% 82.1% 82.2% 86.1%
全国平均 102.0% 103.4% 115.5% 117.3% 117.3%

H27 H28 H29 H30 R1
業務費(千円) 7,270,553 7,433,563 6,896,355 6,873,204 7,247,990
人件費(千円) 3,981,521 4,033,804 3,703,113 3,654,482 3,707,242
本学 54.8% 54.3% 53.7% 53.2% 51.1%
Bｸﾞﾙｰﾌﾟ平均 58.9% 60% 57.4% 56.6% 56.3%
全国平均 58.1% 59.1% 50.8% 50.4% 50.2%

H27 H28 H29 H30 R1
一般管理費(千円) 355,027 316,524 326,648 287,945 312,415
本学 4.9% 4.3% 4.7% 4.2% 4.3%
Bｸﾞﾙｰﾌﾟ平均 5.7% 5.6% 5.7% 5.8% 6.2%
全国平均 4.1% 3.7% 2.8% 2.9% 3.0%

流動比率

【貸借対照表】

　平成27年度以降は
100％を超える数値を示し
ており，安全な運営をして
いると言える。

流動資産
×100

流動負債

×100
業務費

一般管理費比率

【損益計算書】

  施設整備費補助金事業
等により令和元年度は前
年度に比べ計上額も比率
も増加した。

一般管理費
×100

業務費

人件費比率

【損益計算書】

　前年度と比較して人件費
が増加したが，業務費も増
加しており，比率は若干減
少している。

人件費

健全性（安全性）

効 率 性
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本学 104.8% 104.5% 115.1% 116.2% 101.9%
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全国平均 102.0% 103.4% 115.5% 117.3% 117.3%
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べき債務を支払う財源を

確保しているかの指標。

多い(高い)ほうが望まし

い。

人件費が業務費に占め
る割合で，この数値が低
いほど効率性が高い指標。

業務費に対する一般管
理費の割合で，この数値
が低いほど効率性が高
い指標。
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が低いほど効率性が高
い指標。
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○教育目的費用内訳 教育 (単位：百万円)
H27 H28 H29 H30 R1

減価償却費 354 348 343 308 151
光熱水料 29 22 25 25 23
奨学費(免除含) 197 197 222 233 248
消耗品・備品費 85 122 84 90 106
旅費交通費 139 122 100 69 54
委託費(報酬含) 133 135 114 98 96
修繕・保守費 129 116 145 93 149
その他 101 68 66 64 71

1,167 1,130 1,098 980 898

○研究目的費用内訳 研究 (単位：百万円)
H27 H28 H29 H30 R1

減価償却費 380 337 294 258 243
光熱水料 171 131 113 121 99
図書費（除却含） 37 59 23 26 26
消耗品・備品費 238 235 246 241 233
旅費交通費 116 116 119 118 80
委託費(報酬含) 79 45 73 65 160
修繕・保守費 125 150 130 149 284
その他 86 73 75 55 64

1,231 1,146 1,073 1,034 1,189

○受託・共同研究目的費用内訳 受託・共同研究 (単位：百万円)
H27 H28 H29 H30 R1

減価償却費 114 124 100 190 187
光熱水料 54 51 81 82 117
人件費 156 166 176 176 212
消耗品・備品費 196 264 228 256 381
旅費交通費 47 51 63 74 68
委託費(報酬含) 56 44 87 77 69
修繕・保守費 7 8 11 14 19
その他 15 18 18 16 15

645 727 763 886 1,068

★研究経費，受託・共同研究合算 研究経費＋受託・共同研究 (単位：百万円)
H27 H28 H29 H30 R1

減価償却費 494 461 394 448 430
光熱水料 225 182 194 203 216
人件費 156 166 176 176 212
消耗品・備品費 434 499 474 497 614
旅費交通費 163 167 182 192 148
委託費(報酬含) 135 89 160 142 229
修繕・保守費 132 158 141 163 303
その他 138 150 116 97 105

1,876 1,873 1,836 1,920 2,257
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○教育研究支援目的費用内訳 支援 (単位：百万円)
H27 H28 H29 H30 R1

減価償却費 48 34 37 40 76
光熱水料 10 6 7 7 4
図書費（除却含） 42 134 45 46 66
消耗品・備品費 31 56 31 37 30
旅費交通費 2 1 1 1 2
委託費(報酬含) 22 30 13 8 9
修繕・保守費 47 88 47 120 122
その他 15 13 11 11 13

218 362 192 271 322

○受託事業目的費用内訳 受託事業 (単位：百万円)
H27 H28 H29 H30 R1

減価償却費 0 1 0 0 5
光熱水料 2 3 6 6 9
人件費 9 8 17 19 15
消耗品・備品費 1 6 10 5 14
旅費交通費 6 8 12 9 8
委託費(報酬含) 6 7 15 4 7
修繕・保守費 0 0 2 4 5
その他 4 2 5 2 1

28 36 67 49 65

★目的別業務費内訳 業務費全体 (単位：百万円)
H27 H28 H29 H30 R1

教育経費 1,167 1,130 1,098 980 898
研究経費 1,231 1,146 1,073 1,034 1,189
支援経費 218 362 192 271 322
受託・共同研究費 645 727 763 886 1,068
受託事業費 28 36 67 49 65
人件費 3,982 4,034 3,703 3,654 3,707

7,271 7,435 6,896 6,873 7,248

○一般管理費内訳 管理 (単位：百万円)
H27 H28 H29 H30 R1

減価償却費 27 28 28 31 34
光熱水料 7 22 25 26 16
租税公課 19 17 23 20 20
消耗品・備品費 30 21 23 15 16
旅費交通費 26 21 17 14 13
委託費(報酬含) 45 37 32 36 45
修繕・保守費 142 100 130 96 118
その他 57 71 48 50 51

355 317 327 288 312

　　※端数処理のため，合計が一致しない場合があります。
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〒441-8580

愛知県豊橋市天伯町雲雀ヶ丘１－１

国立大学法人豊橋技術科学大学

会計課財務分析係

(TEL) 0532-44-6514 

(FAX) 0532-44-6521

【財務レポート問い合わせ先】


